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「景観地区」都市計画決定までの経過

 ①「倶知安の美しい風景を守り育てる要綱」（H４.４.２0制定） 

 ②　急激な開発による生じた課題（H15～H16） 
　・豊かな自然景観の喪失　 
　・冬期間の雪処理の問題 
　・リゾート地に合わない建物の出現の懸念（工場・パチンコ店・風俗営業店　　
　　舗など） 

　→　土地利用のルールづくりの必要性が生じる 

 ③「倶知安の美しい風景を守り育てる要綱」全部改正
　・景観形成地区指定を行う 
　・地区景観形成基準を定める 
　　　指  定  地  区：H18からH19にかけて開発のある地域を中心に４地区指定 
　　　景観形成基準：建ぺい率、容積率、高さ制限、壁面後退距離などを定め、
　　　　　　　　　　自主規制として運用 

　→　景観要綱では法的拘束力が無い 

資料２

（H18.2.7） 



５

「景観地区」都市計画決定までの経過

 ④「倶知安準都市計画区域」指定（H20.2.8 北海道指定）

　　・面積　2,298ha 

　　「倶知安準都市計画区域における建築形態制限」指定（H20.2.8北海道指定） 

　　・建ぺい率　・容積率　・接道義務　・斜線制限（道路及び隣地） 

 ⑤「倶知安の美しい風景を守り育てる条例」制定（H20.2.18施行） 

　　議員提案により、景観地区決定までの暫定運用が目的 
　　・準都市計画区域の形態制限と同内容の規制 
　　・景観地区の制限と同内容の規制　など 
　　　※平成22年７月９日一部改正（倶知安町景観法の施行に関する条例と統合） 

 ⑥「倶知安準都市計画景観地区」決定（H20.3.7倶知安町決定）

　　　準都市計画区域全域において、12地区に区分し、建築物の以下の項目を制限 
　　・形態意匠　・最高高さ　・壁面位置（外壁後退距離）・最低敷地面積 

 ⑦「倶知安準都市計画特定用途制限地域」決定（H21.3   倶知安町決定）

 　　準都市計画全域において、５地区に区分し、建築物・工作物の特定の用途を制限
　　・主に風俗、遊戯施設、工場などの禁止
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「景観地区」のルール

 （参考）景観計画区域と景観地区
景観法では、「景観計画区域」と「景観地区」の大きく２つの地区について規定。



 （参考）景観地区で定めることができる制限
事　項 関係法の条項

１　建築物
　①　形態意匠の制限　※必須事項
　②　高さの最高限度
　③　壁面位置の制限
　④　敷地面積の最低限度

景観法第６１条

２　工作物
　①　形態意匠の制限
　②　高さの最高限度
　③　壁面後退区域における設置の制限

景観法第72条

３　開発行為
　例）緑地の確保、切盛土・擁壁の制限など 景観法第73条

都市計画に
定めること
で制限

町条例で
定めるこ
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「景観地区」のルール



「倶知安準都市計画景観地区」の基準

（１）形態意匠

　　①　色彩の制限（マンセル値） 

　　　　色相（色み）、明度（明るさ）、彩度（鮮やかさ）の３要素で制限。　　　　　　

縦軸方向…明度
横軸方向…彩度

【色相・明度・彩度のイメージ】 屋根の基準（例:5YR） 外壁の基準（例:5YR）

鮮やか 鮮やか

明るい 明るい

明度・彩度
ともに抑える

明度は中間色
彩度は抑える

　　②　形態の制限 

　　　〇こう配屋根による街並み形成　　　　　〇屋外設備に係る建物との調和　　　　　　

地区限定

３寸以上と
する基準

オイルタン
ク、室外機
などの目隠
し対応



「倶知安準都市計画景観地区」の基準

（２）高さ

　　○　地区全体として、13ｍ以下を基本（“木に埋もれる”考え）

　　　　（参考）自然公園区域の第３種特別地域における公園事業以外の施設は13ｍ以下

　　○　センタービレッジ地区など、集客機能を見込む地区は16ｍ以下（“木の高さ”の考え）

　　　　ただし、東岩尾別地区を除く16m以下の地区については、条件により22ｍ以下に緩和

　　　　（参考）センタービレッジ地区に接するニセコ積丹小樽海岸国定公園の「比羅夫地区」において、

　　　　　　　　　宿舎事業に基づく施設は22m以下

　　○　花園ビレッジ地区は、大規模建築物が可能なスキー場リゾート地として高さ制限無し



「倶知安準都市計画景観地区」の基準

（３）壁面位置

　　①　道路からの壁面位置

　　　○　２ｍ以上のセットバックを基本

　　　○　建築面積に応じて制限を厳しく設定

　　　○　交通量の多い道道においては、更に制限を厳しい設定

　　　○　一律で６ｍ以上を設定している地区あり

　　②　隣地境界からの壁面位置

　　　○　1.5ｍ以上のセットバックを基本

　　　○　センタービレッジ地区などの中高層を許容する地区は２ｍ以上を基本

　　　○　建築物の高さに応じて設定

（４）敷地面積

　　　○　地区全体として、330㎡（100坪）以上を基本

　　　○　中高層を認める地区で今後開発が見込まれる地区においては500㎡（150坪）以上

　　　○　特に落ち着いたリゾート地として求められる地区においては1,000㎡（300坪）以上

　　　　（参考）森林法に基づく開発行為において、別荘地の造成を目的とする場合、1区画概ね1,000㎡以上


